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第１節   公共用地の取得

　 
１　あらまし

用地取得の必要性

○用地取得とは
　道路、河川、公園等の公共事業を進めるた
めには、用地の取得が必要である。この用地
の取得方法としては、事業用地を所有者から
直接取得する方法、所有者からの寄附による
方法、土地区画整理事業により本市へ帰属す
る方法等がある。
　本市では、戦前から耕地整理事業や土地区
画整理事業が盛んに行われ、同事業により公
共用地が生み出されてきた。さらに、戦後は
復興土地区画整理事業によっても公共施設の
整備が図られてきた。本節では、昭和50年代
後半以降の用地取得の概要を述べることとす
る。
　本市における用地取得は、昭和37年に閣議
決定された「公共用地の取得に伴う損失補償
基準要綱」に基づき制定された「名古屋市の公
共用地の取得等に伴う損失補償基準」をもと
に行っている。
　また、昭和44年には中部地区用地対策連絡
協議会に加盟している。これは公共用地の取
得の適正化・円滑化を図るため、中部圏の公
共事業を施行する起業者（県、市町村等）が、
事業計画や補償内容等に関する情報の交換、
損失補償基準の運用について調整を行う組織
である。そして、本市としても昭和62年に名
古屋市用地対策連絡調整会議を発足させ、各
局及び関係公社とともに用地の取得及び補償
の運用の調整・調査研究等を行っている。
　本節で記述する時代は、昭和60年代初頭か
らのバブル景気、その後のバブル崩壊、さら
にその後の「失われた30年」、そして昨今の新
型コロナウイルスの影響等といった背景を持

ち、日本全体としては明るい話題が少ない時
代といえるかもしれない。
　そのような時代背景の中、特に近年は土地
所有者及び関係人の権利意識の高まり等によ
り、公共事業の用地取得が従来にも増して困
難になってきている。そのため、公共用地の
取得には多くの困難な折衝が伴い、この40年
の間には土地収用を行った事業も複数存在す
る。
　用地担当者は公共事業のためこれからも粘
り強く用地取得事務を進めていくが、ひとつ
の区切りとして記録に残し、次代の用地担当
者の一助としたい。
 

事業説明会の会場の様子

　 
　
２　用地の組織

組織

○組織・用地人員の推移
　公共事業の実施において用地の取得は重要
な部分であり、事業の円滑な推進には効率的
な用地取得が求められる。そのためには、適
切に組織を見直し、改善を図ることが必要で
ある。
　本市の用地関連組織についても局・部・課
及び係の合併・分割を繰り返し、組織の見直
しを図りつつ事業推進に取り組んでいる。昭
和58年度から令和４年度までの間にあった用
地関連部署の特に大きな変遷は表１のとおり



第７章　用地取得と測量業務のあゆみ　第１節   公共用地の取得

572−　　−

である。
　令和４年度現在、用地関連部署の主な業務
内容は表２のとおりである。
　 
　
　
　

　
　
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 

　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
　 

表１　用地の組織の変遷

昭和61年度 土木局 農政緑地局 

 

用地部 

用地第一課 

用地第二課 

緑地管理課 

平成12年度 緑政土木局 

 

用地部 

街路用地課 

土木用地課 

公園事業推進課 

事務所 

広小路線整備事務所 

ガイドウェイバス路線建設事務所 

江川線整備事務所 

平成15年度 緑政土木局 

 

用地部 

用地管理課 

道路用地課 

公共用地課 

事務所 

広小路線整備事務所 

江川線整備事務所 

平成22年度 緑政土木局 

 

道路建設部 

用地管理課 

用地補償課 

緑地部 

緑地整備課 

平成26年度 緑政土木局 

 道路建設部 

用地管理課 

用地補償課 

緑地部 

緑地事業課 

 

令和４年度
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表２　用地関連部署における主な業務内容

部 課 係 主な業務内容 

道路建設部 

用地管理課 

用地管理係 未登記土地の調査・処理 

資産活用係 

局所管の代替地等の有効活用、局所管事業の用

地取得に伴う生活再建措置及び土地の調査、評

価 

用地企画係 局所管事業の用地取得に係る企画及び調整 

用地補償課 

立体交差用地係 
道路の立体交差に係る事業用地その他局用地

の取得及び補償、同事業の工事施行に伴う補償 

橋梁用地係 
橋梁・河川に係る事業用地の取得及び補償、

同事業の工事施行に伴う補償  

道路用地係 
道路事業用地及び街路事業用地の取得及び補

償、同事業の工事施行に伴う補償 

評価係 
局所管事業(公園事業を除く)の用地取得に伴

う建物等の調査及び評価 

特定用地担当 
道路事業用地及び街路事業用地の取得及び補

償、同事業の工事施行に伴う補償 

緑地部 緑地事業課 

事業推進係 
公園及び緑地の事業推進、緑地保全の施策に係

る企画、調査及び調整 

みどりの用地担当 
公園の事業用地の取得及び補償、同事業に伴う

建物等の調査及び評価 
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　用地取得に携わっている職員については、
下図１のとおり平成10年度以降減少傾向にあ
る。
　用地経験者の不足に加え、ベテラン職員が
減ったことはノウハウの伝承という面にも影
響を及ぼしている。この点については、後述
する用地職員研修にて対策を講じてはいる
が、今後の公共事業推進のためにも、少ない
人員で効率良く用地の取得を進めていくこと
が重要である。

 

図１　用地取得に携わる職員数の推移

　 
○用地取得費（予算）の推移
　用地取得に必要となった予算について述べ
る。昭和61年頃から平成３年頃にかけてバブ
ル景気によって名古屋市の土地価格が上昇し
たことに伴い、用地取得単価及び用地取得費
が大きく膨らんでいた。しかし、バブル経済
崩壊後の名古屋市の土地価格は大きく下落、
安定化し、表３、図２のとおり、用地取得費
も減少し落ち着いていった。
　
　

　
　
　

表３　用地取得費の予算要求額表

　
 

図２　用地取得費（予算）の推移

３　補償制度と事例

補償制度の変遷―土地

○バブル期の半期ごと評価見直し
　昭和61年頃から平成３年頃にかけて、実体
経済と乖離したバブル景気により土地の価格
は今までにないペースでの上昇を記録し、名
古屋市も例外ではなかった。図３のとおり、
商業地の地価の公示価格は、昭和58年頃には
500,000円/m2台であったが、バブル期後期で
ある平成３年頃には3,000,000円/m2台に到達
する勢いの上昇を見せている。しかし、バブ
ル崩壊後の平成７年には1,000,000円/m2台ま



第７章　用地取得と測量業務のあゆみ　第１節   公共用地の取得

575−　　−

で下降しており、驚異的な価格変動の様子が
よく分かる。
　上記のとおりバブル期には地価が大幅に上
昇したが、事業用地の取得における土地価格
の有効期間は１年間と規定されており、この
間の価格変動は考慮外であった。しかし、急
激な価格変動の影響を受けた場合は適切な価
格算定のため変動率を考慮すべきではないか
との意見が用地部内で提起され、検討した結
果、昭和63年から平成２年の間、国土利用計
画法の監視区域の指定基準運用指針に基づ
き、半年５％以上の変動がある場合は半年に
１回価格を見直すこととした。
　また、名古屋市公有財産価額審議会におい
ても土地価格の有効期限が審議され、平成４
年度以降有効期間は６か月となり、半年ごと
に土地価格の見直しが必要となった。その
後、土地の価格変動が緩やかになったことか
ら土地価格の有効期間は改めて１年間とされ
たものの、平成20年度に、今後の急激な価格
変動に対応するため、地価公示等の変動率が
年間10％を超過するような場合は時点修正の
意見書を徴し、価格を見直すこととした。
 

図３　名古屋市における地価公示（商業地）の
推移（出典：国土交通省HP）

　 

○土壌汚染調査
　土壌汚染に関しては、平成11年に環境保全
局で「名古屋市土壌汚染対策指導要綱」が策定

された。これを受けて財政局から「用地取得
事務における土壌汚染対策について（通知）」
が出され、工場跡地等を対象に資料等調査を
実施することとなった。
　その後、平成15年の「土壌汚染対策法」及び
「市民の健康と安全を確保する環境の保全に
関する条例」の施行を受け、緑政土木局が行
う用地取得事務における土壌汚染対策とし
て、平成18年に「事業用地の取得における土
壌汚染への当面の対応について」を制定し、
取得予定地について、現地踏査、住宅地図調
査、登記調査、聞き取り調査等を含む土地の
利用状況等調査や土壌汚染状況調査を実施す
ることとした。調査の結果、取得する事業用
地の土壌汚染が判明した場合、土壌汚染対策
費用として、取得価格を減価することとし
た。様式変更や減価額見直し等の一部改正を
経て、現在は「事業用地の取得における土壌
汚染への対応について」に従い調査を行って
いる。
　緑政土木局で土壌汚染状況調査を実施した
事例として、平成18年の三階橋での事例が挙
げられる。本件はガソリンスタンド跡地で
あったため、利用状況等調査を経て土壌汚染
状況調査を実施した結果、基準値を超過した
量の汚染物質が検出されたため、定められた
減価を実施し、土地売買契約を締結した。

○土地価格等の情報公開
　名古屋市土地開発公社が先行取得した土地
価格等の情報を開示するよう求められた裁判
で、平成17年７月15日最高裁判所は、事業用
地の買収価格は、公示価格を規準として算定
されたものであり、一般人であればおおよそ
の見当をつけることができるものであること
から、情報公開に親しまないような個人情報
には、該当しない。他方、建物等の移転補償
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金は、一般人が、その見当をつけることはで
きず、また、通常、他人に知られたくない情
報でもあることから個人情報に該当するとの
判決を下した。
　判決を受け、本市では、平成17年度に用地
買収等に係る文書の情報公開に対する考え方

を整理し、土地価格等に関する情報の公開の
基準を改めた。
　その後、現在に至るまで土地価格の情報公
開が請求されており、前述の基準に基づき情
報の公開を実施している。

表４　生活再建措置指針策定について―被補償者実態調査集計結果編
建物移転補償の際の認定工法と実際の持ち家取得形態
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補償制度の変遷―物件等

○建物の移転工法が、移築→再築へ
　建物の移転工法の認定や移転料の算定等の
処理を具体的に定めるため、昭和38年３月に
「公共用地の取得に伴う損失補償基準細則」が
用地対策連絡協議会（現中央用地対策連絡協
議会）で決定された。
　しかしながら、細則等の制定以来二十数年
が経過し、その間の社会情勢の変化により、
細則の規程に基づき認定した移転工法と現実
に被補償者が選択する建物移転の実態との間
にかなりの乖離がみられるようになった。そ
の中でも移転工法の一つであった「解体移築
工法」は、建物を解体し移転先に運搬した建
材を再利用して建築する工法であり、当時の
実態調査では約９割がこの工法を認定してい
たとされる。一方で財団法人日本不動産研究
所の「生活再建措置指針策定について―被補
償者実態調査集計結果編」（表４）によれば、
移築工法を認定された被補償者が実際に同工
法による移転を実施した割合は約３％弱、新
築とした割合が約80％であった。
　こうした背景のもと、現在の移転工法の基
本となる「再築工法」が新たに運用されること
となった。

○積算システム導入
　本市においては昭和62年に物件補償積算シ
ステムを独自で開発し、また「物件補償額算
定調書について」（平成19年５月１日用地部長
通知）により補償額算定調書の様式を定めて
運用してきた。物件補償積算システムの運用
開始から約30年が経過し、この間、本市にお
いては電算システムの構成変更が行われてお
り、全国的には用地補償関係要領の制定や改
正がなされ、近年では補償額算定調書の様式
が統一されつつあった。独自システムが全国

的な流れから乖離する中、物件補償積算シス
テムの抜本的な改修等、何らかの対策を講じ
る必要があった。
　既存の物件補償積算システムの改修や新た
なシステムの開発も検討されたが、開発コス
トや保守管理の点から現実的ではなかったこ
となどから、令和３年７月、市販の物件補償
積算ソフトを導入することとなった。これに
より開発、改修コストや保守管理、数年おき
に発生するOS更新への対応が不要となり、
また様式等を中部地区用地対策連絡協議会で
定められたものに合わせることができるよう
になった。

その他

○暴力団対策、弁護士との契約
　本市では暴力団が本市の事務及び事業、並
びに公共施設の利用等において利益を得るこ
とが無いよう、「名古屋市暴力団排除条例」に
て暴力団の排除を定めている。しかしなが
ら、用地取得においては、土地や建物の所有
者が暴力団関係者である場合についても用地
交渉を進めていく必要がある。
　過去の用地交渉において、土地や建物の所
有者が暴力団関係者であった事例は存在し
た。用地交渉を進めていく中で不当要求行為
が発生し、担当課での対応が困難な状況と
なったため、暴力団対策専門弁護士に支援を
依頼することになった。
　弁護士との契約後は、用地交渉の場への同
席、交渉場所の提供、関係者との交渉前の事
前相談等、様々な支援を受けつつ、用地取得
を完了した。
　本事例後、職員の安全確保と円滑な用地取
得を目的に、緑政土木局では用地交渉時の暴
力団対応策として、必要に応じて弁護士に支
援を依頼するための予算を確保している。
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○用地関連研修の実施
　事業用地の取得に当たっては、不動産とい
う重要財産について交渉を行う。そのため、
微妙な言い間違いや誤解により取返しのつか
ない事態を招いてしまうことも想定される。
そのような事態を避けるため、用地交渉は、
原則二人一組の班体制で行っている。
　以前は経験年数が10年を超えるようなベテ
ラン職員（班長）と経験の少ない若手職員で班
を編成し、仕事のノウハウを教えることがで
きた。
　しかしながら、いわゆる「団塊の世代」の大
量退職を迎え、経験の少ない職員が班長とな
ることが増えたことから、ベテラン職員から
ノウハウを教わることが困難になり、職員の
レベルアップが急務となった。
　そのため、新規採用・人事異動の後、速や
かに用地事務に従事できる人材の育成が用地
部門全体の課題であると考え、用地管理課で
は、円滑な用地事務をサポートするべく用地

職員研修の充実を図っている。
　また、用地補償課も自主的な研修の実施に
努め、技能及び知識の向上を目指している。
　用地職員研修については、その時々で必要
な研修を模索し、企画開催している。令和４
年度現在、用地管理課及び名古屋市用地対策
連絡調整会議が企画、実施、調整している研
修には以下（表５）のものが存在する。
　用地事務ガイダンスは、新規採用者や局間
異動者をはじめとする用地事務未経験者向け
の研修であり、用地部門の役割、各課の業務
内容、用地事務の大まかな流れ等について解
説している。用地事務のイロハを知ってもら
うことで、実際の現場にスムーズに入れるよ
うにするため、人事異動及び新規採用直後の
４月早々に実施している研修である。
　用地職員研修（基礎）は用地事務の経験の浅
い者を対象に、用地事務について様々なテー
マに沿って、職員が講師となり行う。
　用地職員研修（実務）は研修のテーマを絞

表５　令和４年度用地関連研修一覧
研修名 対象者 研修のねらい 研  修  内  容 

用地事務 

ガイダンス 

緑政土木局

新規採用者

を含む用地

事務未経験

者 

緑政土木局において、初めて用地

事務に関わる職員に対し、用地担

当課の役割や用地事務の流れを説

明することにより、用地事務の実

務的な知識等を習得させることを

容易にし、適正かつ円滑な事務の

遂行を図ることを目的とする。 

用地管理課職員が講師となり、用地担当課の

役割及び用地事務の流れを習得させるもの。 

用地職員 

研修（基礎） 

緑政土木局

及び名古屋

市用地対策

連絡調整会

議所属の用

地職員 

緑政土木局道路建設部等の用地事

務に係わる職員に対し、用地事務

の基礎的な知識等を習得させるこ

とにより、適正かつ円滑な事務の

遂行を図ることを目的とする。 

・用地交渉事務 

・登記事務 

・生活再建等事務 

・補償金の算定 

・土地収用法 

・土地評価事務 等 

緑政土木局他５局の用地職員の希望者を対象

として、各局持ち回りで講師となり、上記内

容を習得させるもの。 

用地職員 

研修（実務） 

緑政土木局

及び名古屋

市用地対策

連絡調整会

議所属の用

地職員 

緑政土木局道路建設部等におい

て、用地事務に関わる職員に対し、

用地事務の実務的な知識等を習得

させることにより、適正かつ円滑

な事務の遂行を図ることを目的と

する。 

・事前協議と補償金の課税上の取扱いについ

て 

・不動産鑑定評価書の読み方 

～価格形成要因の分析と比較について～ 

・補償調書の見方について 

・最新の土地政策や関連法制について 等 

緑政土木局他５局の用地職員の希望者を対象

として、例年２名、各分野の専門家である外

部講師を招いて、上記内容を習得させるもの。 
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り、外部の専門家を招き、実務担当者全体を
対象として、より実務に則した研修を行って
いる。研修内容は毎年変わり、その時々の要
望に対応した研修を実施している。通常２
テーマを取り上げ、半日から１日で実施して
いる。
　研修終了後にはアンケートを実施し、回答
結果の分析並びに研修へのニーズをヒアリン
グすることで、より効果的な研修の実現を目
指している。

○第三者被害
　緑政土木局所管の工事の施工に伴い通常避
けることができない騒音、振動、地盤沈下、
地下水の断絶等の理由により第三者への被害
が生じた場合、及び被害の発生が確実に予見
されるような場合には、補償も含めた対応を
行う。
　これまでに第三者被害は確認できているも
のとして11件発生しており、うち８件が河川
工事に係るものである。
　第三者被害の事例として、広域河川堀川改
修工事での護岸整備に伴い、工事区域に隣接
する店舗において最大24cmの沈下や傾斜の被
害が発生したと認定されたため、建物補修費、
応急措置費、営業補償費、動産移転費を当該
店舗の所有者に対して支払ったものがある。
　なお、施工業者にも責任が認められたこと
から、本市及び施工業者で支払いをしている。

○未着手都市計画道路の整備
　都市計画道路を取り巻く社会経済情勢の変
化に対応し、また関係権利者の将来生活設計
を立てやすくするために、今後20～30年の整
備計画方針を策定し、平成19年３月に「都市
計画道路整備プログラム」を公表した。その
後、平成29年３月には「第２次整備プログラ

ム」を策定し、用地取得を進めている。
　 
大規模事業

○広小路線
　広小路線（千種区春岡一丁目～東山通５丁
目）の事業区間の道路延長は約2.6㎞、全体買
収面積は36,569㎡である。バブル景気の真っ
ただ中である昭和63年１月に事業認可を２工
区（覚王山工区、末盛工区）で取得し、その
後も追加で３工区（本山工区、城山工区、唐
山工区）の事業認可を取得した大規模事業で
あったため、現場に近い池下に広小路線整備
事務所を設置し機動的な対応を図った。さら
に、同所に用地・評価・工事担当を配置した
ことで綿密な情報共有ができ、用地取得に寄
与した。事業が進むにつれて、事務所を千種
土木事務所がある建物内に移転した。
　当時はバブルに伴う地価の上昇があり、年
に一度の時点修正では用地取得価格が実勢価
格から大きく乖離してしまったため、本市と
して初めて、６か月に一度の時点修正を行っ
た。
　また、バブルの崩壊に伴う地価の下落時に
も、６か月毎の時点修正を行った。用地交渉
が本格的に始まった時期から地価が下落して
いったが、事業関係者は買収価額が提示され
る度に下落した金額を見ることになり、当時
の用地担当者は事業関係者を説得することに
苦労した。
　また、バブル期に土地等に設定された抵当
権の設定額が地価等に対して目一杯であった
ため、本市の提示する補償額よりも抵当権の
債権額が高く、銀行等に抵当権を外す依頼を
することにも苦労した。
　バブルによる地価の乱高下以外にあった問
題として、事業認可前に都市計画決定線から
後退して建築されたはずの建物について、事
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業認可後にその一部が事業の支障となってい
ると判明した事例がある。当該物件は大規模
建築物だったため、建設省と事前協議を行い、
３か年にわたって補償金を支払った。
　また、交通局の地下鉄に係る区分地上権の
設定がある土地の買収を土木局（当時）として
初めて行った。

○江川線
　江川線（熱田区千代田町～港明一丁目）の事
業区間の道路延長は約３km、全体買収面積
は６万m2を超える。５つの工区（日比野工区、
西郊通工区、六番町工区、東海通工区、港明
工区）と２つの関連事業（港楽木場町線、大津
町線）を有する大規模事業であったため、現
場に近い名古屋港駅付近に江川線整備事務所
を設置し、機動的かつ迅速な対応を図った。
また、広小路線整備事務所と同様に、用地・
評価・工事担当者を集約したことで、綿密な
情報共有ができ、用地取得に寄与した。江川
線整備事務所が対応した事業事例として、関
連事業の１つである港楽木場町線内におい
て、金属製品の製造販売を行うA社の大規模
工場の一部が道路予定区域にかかったものが
挙げられる。対象となったのはA社の敷地面
積約50万m2のうち、A社の子会社が使用して
いる本社事務所、運送車両整備工場、荷解き
場、車庫等を含む約2,700m2の部分である。
支障となる建物等を移転する上で、工場全体
の操業を停止させないことを前提に移転先及
び移転工法の検討を行ったが、当該工場は構
外（残地以外の土地）移転の対象となる施設が
少ない一方で、残地内に施設を再配置した場
合、原材料置場・駐車スペースが不足してし
まうというジレンマを抱えていた。この相反
する問題を解決するため７つの移転工法案を
作成し検討した結果、移転先を残地及び原材

料置場として利用する隣接埋立地とし、従前
と同種同等の建物等を再築する移転工法を採
用した。

江川線整備事務所を設置したビル 

各事業の用地取得

○道路事業の用地取得
　道路事業の用地取得は、緑政土木局の前身
である土木局においては用地第一課及び用地
第二課が担当し、局合併後は緑政土木局街路
用地課及び土木用地課が、平成15年度の組織
改正後は道路用地課及び公共用地課が担当し
た後、平成22年度の両課合併以降は用地補償
課で担当している。
　なお、広小路線（平成元年度から平成16年
度）や江川線（平成９年度から平成27年度）に
おいては事業規模が大きいことから整備事務
所を設置した。
　また、地域改善特別措置法に関連して計画
され、昭和58年10月に事業着手された南押切
地区道路整備事業（昭和59年から昭和62年）に
おいては現地事務所を設置した。
　用地取得を実施した主な道路事業を挙げる
と、池内猪高線（千種区振甫町３丁目～田代
町字姫ヶ池上）、境松線（緑区鳴海町字姥子山
～鳴海町字境松）、国道153号（千種区小松町
６丁目～春岡通６丁目、昭和区花見通）、敷
田大久伝線（緑区鳴海町字米塚、姥子山）、桶
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狭間勅使線（緑区大根山～文久山）、豆田町線
（瑞穂区堀田通５丁目～豆田町５丁目）、山の
手通線（守山区小幡三丁目～四丁目、守山区
瀬古一丁目）、小幡瀬古線（守山区大屋敷～西
城二丁目、守山区大牧町～大屋敷）等がある。
　道路事業は数が多く、案件を絞り込むこと
は難しいが、特殊な事例が発生した案件とし
て境松線を挙げる。
　境松線は緑区にある都市計画道路で本市と
豊明市の市境に位置し、名鉄中京競馬場前駅
から中京競馬場に至るまでの私道の一部上空
をオーバーパスする形となっている。既存の
私道を分断し公道を通すことが難しいと判断
されたため、土地の所有権ではなく上空の権
利だけを取得する区分地上権の設定という手
法を活用した。

 

境松線
（私道の上空を通るオーバーパス）

　 
　本事例は後述する東部丘陵線とともに区分
地上権を用いて道路を通した珍しい事例で、
本市の用地取得の中で他に例を見ないもので
ある。
　そのほか珍しい事例としては、山の手通線
において、過去に本市には事例がない曳家工
法による現物補償を行った。曳家工法による
補償は道路事業において非常に稀である。

○立体交差事業の用地取得
　立体交差事業の用地取得は、土木局におい
ては用地第一課が担当しており、局合併後は
緑政土木局街路用地課、公共用地課を経て、
平成22年度の用地補償課設立以降は、同課が
担当部署となっている。
　用地取得を行った主な立体交差事業を挙げ
ると、名鉄名古屋本線（天白川～左京山間）連
続立体交差事業、近鉄名古屋線JR東海関西
本線連続立体交差事業、万場藤前線と近鉄名
古屋線との立体交差化事業、名鉄瀬戸線（小
幡駅～大森・金城学院前駅間）立体交差事業
等がある。
　代表的な事例として、名鉄瀬戸線（小幡駅
～大森・金城学院前駅間）立体交差事業を挙
げる。本事業は、名鉄瀬戸線の小幡駅から大
森・金城学院前駅付近までの約1.9㎞を高架
化し、９か所の踏切を除却するとともに、国
道302号及び守山本通線をはじめとする12か
所の交差道路と側道４路線を整備するもので
ある。本事業は平成11年度に事業認可を取得
した。用地取得の進捗率は事業認可から10年
が経過した平成22年度に85%を超え、平成26
年度には一部未買収地を除き高架工事に必要
となる用地について取得が完了した。
　平成28年度に下り線、平成29年度に上り線
の仮線切り替えを実施、平成30年度に本体高
架橋工事に着手し、令和３年度には上り線の
高架運転が開始された。
　本事業の実施においては複数テナントを構
える建物の移転が必要であった。当該建物は
北側と南側で建物の構造が分かれており、建
物の南側部分のみが移転対象となっていた。
移転工法としては南側部分を構外再築工法と
し、残る北側部分から切り取った上で必要部
分のみを補修する改造工法を組み合わせてお
り、移転に向けて建物所有者及びテナントの
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占有者との調整を進めていた。しかしなが
ら、切り取り工事実施にあたり発生する騒
音、振動、壁の補強工事等が北側部分に残る
テナントの営業に影響を及ぼすなどの理由か
ら用地交渉は困難を極めることとなった。移
転工法の再検討、並びに建築業者、建物所有
者及びテナントの占有者との度重なる協議を
経て、最終的には建物は北側も含めて全て構
内に再築する方針となった。
　また、既存テナントの再誘致に向けた調整
についても本市の担当者が仲介役を務めた。
担当者の変更もある中で、建物所有者及びテ
ナントの占有者双方と５か年以上にわたる交
渉を行った末、無事全ての事業関係者との契
約を締結することができた。
　令和４年度現在、残存する下り線の高架工
事に着手しており、全線高架化に向けて整備
を進めている。
　また、現在用地取得に着手している立体交
差事業として、令和２年度に事業認可を取得
した名鉄名古屋本線山崎川橋梁改築及び呼続
駅付近高架化事業が存在する。本事業は名鉄
名古屋本線山崎川橋梁の河積阻害を解消する
とともに、２か所の踏切を除却するものであ
り、浸水被害の軽減、踏切事故の解消を図る
ことを目的としている。本事業は道路と河川
が連携した事業である点で特徴的であり、予
算についても事業区域に応じて街路事業費、
治水改良費をそれぞれ確保している。今後も
各課係間で進捗状況、懸念事項等の情報共有
を図りながら、令和19年度末の工事完了を目
標に事業を進めていく。

 

国道302号喜多山２号踏切（北側）

 

国道302号喜多山２号踏切（南側）　 

　 
○橋梁事業の用地取得
　橋梁事業の用地取得は、土木局においては
用地第一課及び用地第二課が担当しており、
局合併後は緑政土木局街路用地課、公共用地
課、道路用地課を経て、平成22年度の用地補
償課設立以降は用地補償課が担当部署となっ
ている。用地取得を行った主な橋梁事業を挙
げると、天神橋（守山区大字守山字川田～大
字瀬古字高見）、喜惣治大橋（北区楠町大字喜
惣治新田字中島～喜惣治二丁目）、大当郎橋
（中川区大当郎一丁目～中須町字堀米）、横井
大橋（中村区横井二丁目地内）、南陽大橋（港
区七島一丁目、二丁目～甚兵衛通２丁目、３
丁目）、三階橋（北区上飯田通１丁目～守山区
瀬古二丁目）、正江橋（中川区万場～港区藤
前）、慈恩橋（北区楠一丁目地先～北区西味鋺
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二丁目地先）、八田川（愛知県との協定書に基
づき、本市管理の堤脚道路の移設に伴う道路
予定地の取得及び物件補償を愛知県の負担に
より本市が施行した。）、水分橋（北区東味鋺
一丁目～守山区瀬古二丁目）等がある。
　橋梁事業の代表的な事例として、正江橋を
挙げる。本事業は、中川区万場から港区藤前
までの約７kmに及ぶ補助幹線道路である万
場藤前線のうち、未整備区間の新川に架かる
正江橋を含めた約690mの区間を整備するも
のである。昭和32年に都市計画決定され、平
成12年に事業認可を取得した。用地取得の進
捗率は、事業認可から７年が経過した平成19
年度に60%を超え、平成27年度には令和４年
度現在の未買収地を除いた全ての用地取得が
完了し、進捗率99.8%に到達した。平成23年
度に築造工事に着手し、令和３年７月24日、
国道１号～正江橋（新川渡河部）までの区間が
開通した。
　左岸上流部において事業の支障物件となっ
た本市上下水道局所管の下之一色ポンプ所
は、補償金額が莫大だったため、上下水道局
及び財政局との綿密な調整を経て、物件の移
転に着手した平成21年度から移転を完了した
平成25年度の５か年にわたって物件移転補償
金の支払いを行った。
　また、愛知県が事業主である一級河川新川
改修工事事業と本市の事業が相互に関連する
事業用地については、覚書を締結し、費用負
担や財産の取得方法、用地交渉等について取
り決めを行い、連携しながら用地取得を実施
した。
　正江橋開通後の現在、右岸上流部において
未買収地が１か所あるが、用地交渉難航のた
め、一部堤防を暫定形としている。そのため
完成形の整備に向けて、最後の一筆の買収を
目指し鋭意交渉を継続している。

　
 

支障となった下之一色ポンプ所

　
○河川事業の用地取得
　河川事業の用地取得は、土木局において用
地第二課が担当しており、局合併後は土木用
地課及び公共用地課で、平成22年度以降は用
地補償課で担当している。主な河川事業を挙
げると、堀川・新堀川・山崎川・大高川・戸
田川等があり、河川部と連携を取りながら用
地取得を行ってきた。
　河川事業の用地取得では、事業の対象とな
る河川が都市計画法における都市計画施設に
該当しない場合、同法第53条に定める建築の
許可が不要となることから、都市計画事業の
用地取得と比べると、事業用地に比較的大規
模な建築物が建築されていることが多く、そ
のために物件への補償金額が膨らんだり、用
地交渉そのものが難航したりすることが特徴
である。
　河川用地の大規模な用地取得の代表事例と
して、堀川における用地取得について述べる。
　堀川における用地取得は昭和63年から行わ
れ、後述する「堀川総合整備構想」に基づき、
いくつかの地区ごとに整備が進められたた
め、用地取得も地区ごとに行っていった。整
備前の堀川の川沿いには建物が連なってお
り、その中には公有地に建てられた不法占用
物件も存在した。用地取得自体は過大な補償



第７章　用地取得と測量業務のあゆみ　第１節   公共用地の取得

584−　　−

額を要求されるケース、そもそも不法占用物
件であるため補償金を払わず退去を求めなけ
ればいけないケース等があり、多大な時間を
要した。
　現在、ほとんどの事業用地を取得したとこ
ろではあるが、一部に未買収地が残っており
護岸改修工事ができないため、引き続き当該
未買収地の用地交渉を続けているほか、用地
取得ではないが、別途工事ヤード確保のため
に工事箇所周辺の土地を借地する業務を行っ
ている。

 

堀川における護岸工事の様子 

　
○公園事業の用地取得
　昭和55年度に緑政局と農政局が統合し農政
緑地局として発足し、以降、農政緑地局が公
園事業の用地買収を行っていた。その後、平
成12年度に農政緑地局と土木局が統合し緑政
土木局として発足し、現在、緑地部緑地事業
課が公園事業の用地買収を担当している。
　公園事業の用地取得は、都市計画決定され
た公園緑地のうち事業に着手した区域におい
て行ってきたが、公共事業費の削減等を受け
円滑な事業推進が図れなくなった。この課題
解決のため、計画的かつ効率的に事業を進め
るための着手時期を明示した整備プログラム
「長期未整備公園緑地の都市計画見直しの方
針と整備プログラム（以下「第１次整備PG」と

いう。）」を平成20年３月に策定した。
　第１次整備PG策定時には、40の長期未整
備公園緑地があったが、平成30年度までに川
名公園はじめ８公園緑地の長期未整備状態を
解消した。その後、公園緑地を取り巻く状況
の更なる変化を受け、平成30年３月に「長期
未整備公園緑地の都市計画見直しの方針と
整備プログラム（第２次）（以下「第２次整備
PG」という。）」を策定し、令和４年度までに
４公園緑地の長期未整備状態を解消した。現
在では、第２次整備PGに沿い事業着手した
相生山緑地、昭和橋公園及び松蔭公園をはじ
め、９公園緑地の用地取得を進めているとこ
ろである。
　長期未整備状態を解消した12公園緑地のう
ち、川名公園を取り上げ、用地取得を完了し
た経緯を紹介する。
　川名公園は、昭和22年に都市計画面積5.5ha
の公園として都市計画が決定し、平成７年の
阪神・淡路大震災を契機に、大震災時におけ
る地域の避難拠点及び支援拠点とするため、
平成８年に事業に着手した。計画区域内は住
宅密集地であり、地権者が約430人、住宅や
事務所が約190戸と関係権利者が多いことか
ら用地取得は困難を極めた。
　そのため、通常の都市計画公園事業より長
い時間をかけて、関係権利者に対し事業の意
義を十分に説明するとともに生活再建にも配
慮し、用地交渉を進めていった。
　また、先行取得制度を活用し、限られた予
算の中で効率的に用地を取得していったが、
合意に至らない事案もあった。
　早期に整備を進めるため、公園用地の歴史
の中で戦後初めて、愛知県収用委員会に対し
て収用裁決申請を行った。詳細は後述の「土
地収用の事例」で取り上げるが、不断の努力
を続けた結果、平成30年１月に土地の明け渡
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しを受け、計画区域内全ての用地取得を完了
した。
　その後整備工事を進め、平成31年３月に公
園整備事業を無事完了することができた。現
在川名公園は、ヘリポートや防災パーゴラ、
災害対応型トイレ等の防災施設が整備され、

有事の際の防災公園としての役割を担っている。
　また、広大な芝生広場や大型の複合遊具が
ある遊具広場、そして環境学習の森や昭和文
化小劇場といった文化施設があり、連日多く
の利用者でにぎわっている。

川名公園整備前航空写真（平成７年） 川名公園整備後航空写真（令和３年）

○特殊事業
　ガイドウェイバス（平成７年から平成12
年）及び東部丘陵線（愛称：リニモ）（平成13
年から平成14年）においては建設事務所を設
置し事業を担当した（評価担当は本庁に配
置）。
　ガイドウェイバス志段味線は、平成７年５
月に事業認可を受け用地取得を進めていた
が、ガイドウェイバスだけが走行する専用道
が高架道路であったため、周辺にテレビ電波
受信障害という事業損失が生じると事業当初
から予測された。そのため、調査を実施し、
建設省の了解を得て事前補償を行った。事
前の予測ができなかったテレビ電波障害を

被った方に対しては、相手方からの申し出に
よって補償した。障害の解消方法としては、
共同受信システムで既存の都市型ケーブルテ
レビ等を活用した。
　東部丘陵線は、日本で初めて磁気浮上式シ
ステムを導入した路線であり、平成13年に事
業認可を受けて用地取得を開始した。本市は
藤が丘駅の駅舎用地及び市内の軌道用地の買
収を担当した。駅舎を地下に建設するため区
分地上権を設定し、地下部分の権利だけを取
得している。

有料道路支援事業等

　昭和57年、地下に名古屋高速２号東山線を
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併設する鏡ヶ池線の中道交差点～青柳町交差
点について、本市が事業認可を取得し、説明
会を開催した後、用地取得に着手したが、地
域分断や住環境の悪化を懸念する地元住民組
織から測量や建物調査の立ち入り拒否にあう
など、用地取得は難航した。
　高速東山線の早期建設のためには、鏡ヶ池
線の全線事業化が急務であったことから、本
市は昭和59年度に入り青柳町６丁目交差点～
田代本通３丁目交差点について事業認可を取
得し、昭和60年、名古屋市と名古屋高速道路
公社（以下「道路公社」という。）が関連事業の
受委託協定を締結し、以後道路公社が鏡ヶ池
線の用地取得を行うこととなった。昭和61年
度には、本市が田代本通３丁目交差点～四谷
通３丁目交差点の最後の事業認可を取得し、
道路公社が全線の用地取得を進めることと
なった。住民による反対運動に対して、本市
及び道路公社は環境影響評価に準じた環境予
測を行い、この結果を説明するとともに、沿
道環境及び地域分断に配慮した対策を講ずる
こととし、住民との話し合いを進め平成３年
に工事に着手した。

路線図（吹上西出入口～四谷出入口）

　なお、四谷通３丁目交差点～高針JCT交差
点についても、道路公社による用地取得を
行った。トンネル構造区間である藤巻地区に
おいては、本市の東山公園事業の区域の用地
取得を道路公社へ委託し、道路公社が公園事

業と一体で用地取得を行った。高架構造区間
である荒田地区においても、本市の荒田線の
事業区域の用地取得を道路公社へ委託し、道
路公社が一体で行った。
 
                       
　 
　 
　 
　 
　 

路線図（四谷出入口～高針JCT） 

　
　また、秩父交差点以北の江川線区間や新名
西橋線区間についても、道路公社と協定を締
結し、用地取得業務を委託した。
　そのほか特筆すべき事例として、東海旅客
鉄道株式会社が事業者である中央新幹線建設
事業を挙げる。本市は、東海旅客鉄道株式会
社及び公益財団法人名古屋まちづくり公社
（以下「まち公社」という。）との間で「中央新幹
線（品川・名古屋間）に係る用地取得事務の委
託に関する協定」を締結した。この協定に基
づきまち公社が施行する中央新幹線に係る用
地取得事務の円滑な履行を図るため、平成27
年４月から緑政土木局の職員がまち公社へ出
向し、支援・協力を行った。その後、協定期
間が満了し、まち公社は、令和４年３月31日
をもって用地取得事務を終了し、当該事務を
東海旅客鉄道株式会社に引き継いだ。
　 
裁判事例

○池内猪高線
　池内猪高線にて、本市の用地取得案件では
初の契約不履行に伴う「建物収去土地明渡し」
の仮処分を実施した。
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　当時、補償金額への不満等から所有者本
人・家族との交渉が難航していたため、本市
から収用での解決を申し入れたところ、任意
契約の合意が得られ、平成22年９月16日、物
件移転補償契約及び土地売買契約を締結し
た。
　所有者は、その後一度契約履行期限の延長
の手続きをしたものの、交渉経緯への不満等
から自身での建物撤去及び再度の期限延長の
交渉を含む本市との話し合いを拒否した。
　当時は工期が切迫しており、通常の裁判の
判決確定を待てなかったため、本市は、平成
24年１月27日付で名古屋地方裁判所あてに前
述の仮処分の申立てを行い、保証金2,500万
円の供託により、10日以内の建物の収去及び
土地明渡しの仮処分が認められた。
　しかし、所有者らがその仮処分命令に従わ
なかったため、本市は同年４月17日に強制執
行の申立てを行い、同年４月20日から強制執
行を実施し、当該土地の仮明渡しを受けた。
　また、本訴を経て、同年６月19日に判決が
確定した。
　
 

池内猪高線

　
○江川線
　本事例は、江川線に係る用地取得におい
て、事業関係者が収用裁決で示された明渡期
限を徒過したことによる、賃料相当損害金等

を請求したものである。
　江川線道路事業の用地取得にあたり、本市
は事業関係者との任意交渉を進めていたが、
話し合いはまとまらず、愛知県収用委員会の
収用裁決により用地取得が行われた。その
後、収用裁決により定められた明渡期限を徒
過し、かつ本市からの再三の明渡催告にも事
業関係者が応じないため、行政代執行の準備
が進められた。一方で、本市所有となった土
地を不法に占有している状態が続いているこ
とを踏まえ、本市は事業関係者に対し賃料
に相当する額を損害金として請求した。しか
しながら、事業関係者は本市からの支払督促
及び再三の催告にも関わらず支払いに応じな
かったため、平成26年10月21日に本市は事業
関係者に対して賃料相当損害金及びその遅延
損害金の支払いを求める損害賠償請求訴訟を
提起することとなった。
　賃料相当損害金等を請求する訴訟は全国的
にも初めての事案であったが、平成28年３月
25日に本市の主張を全面的に認める判決が言
い渡され、事業関係者が控訴をしなかったこ
とから本市の勝訴が確定した。

○三階橋
　本事例は、三階橋（北区辻町～守山区瀬古
二丁目）に係る用地取得において、収用裁決
を経て、用地取得を行ったものである。
　平成９年度の事業認可後、当該事業用地及
び隣接地の取得に際しては、事業関係者の立
会いのもと境界を確認したが、その数年後、
事業関係者が境界立会いを行った事実はない
と主張して刑事告訴や民事訴訟等、様々な訴
えを提起した。その後、さらに境界確定請求
訴訟も提起されるなど交渉は難航を極めたた
め、平成29年度に本市は裁決申請に及んだ。
　平成30年度に下された裁決内容について
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は、おおむね本市の申請どおりとなったが、
裁決の中で収用地の一部が地番不明地とさ
れ、所有者が確定できなかったため、補償金
の一部を法務局に供託する手続きが必要と
なった。
　裁決申請前の平成29年度に事業関係者から
提起された境界確定請求訴訟は、第一審では
本市の主張する境界線が認められ、本市が勝
訴した。事業関係者は控訴・上告を行ったが
いずれも棄却され、本市の主張する境界線が
確定し、その後、分筆及び所有権移転登記を
完了させた。
　
 

三階橋　 

　

４　土地収用の事例

土地収用の制度

　昭和から平成にかけての地価上昇は、土地
所有者に権利意識の高まりをもたらした。加
えて環境問題や公害問題への社会的関心が高
まり、公共事業が地域にもたらす影響はより
厳しい目を向けられるようになった。公共用
地取得の複雑さ、難しさは日々増していき、
時には土地収用法に基づく強制取得を行わね
ばならないこともあった。
　一方で平成元年には、建設省通達「事業認
定等に関する適期申請のルール化について」
により、国においていわゆる「３年８割ルー

ル」が定められた。これは「適期申請ルール」
とも呼ばれ、用地取得率が80％となった時、
又は用地幅杭の打設から３年を経た時のいず
れか早い時までに事業認定及び裁決申請の手
続きの準備に着手することを定めるものであ
る。その後平成15年には都市計画事業への適
用拡大や各地区用地対策連絡協議会（本市は
中部地区用地対策連絡協議会の会員）下の団
体への適用拡大、情報公開の規定の追加と
いった改定がなされ、収用制度を活用して事
業の早期完了を目指す機運が醸成されていっ
た。
　なお、情報公開の規定とは、事業の進行管
理の適正化を図る観点からホームページを活
用して用地取得の進捗状況等を公表すること
を求めるものである。
　緑政土木局（農政緑地局・土木局の時代を
含む）においては昭和40年代に３件、50年代
に２件の裁決事例があり、それからしばらく
の間収用は発生しなかったものの、平成10年
代からは、広小路線の拡幅事業や名古屋高速
４号東海線の新設に関連した江川線の拡幅事
業等のビッグプロジェクトの用地取得もあ
り、事業推進のために裁決申請を選択しなけ
ればならない場面も増えていった。平成10年
代には８件、20年代には13件の裁決実績が見
られ、平成30年以降は１件の裁決を得ている。
　以下に、裁決申請における本市の主張の一
部が収用委員会に認められなかった例、事業
関係者をとりまく状況等により裁決申請から
裁決まで長期間にわたった例及び全国的にも
珍しい公園事業における収用例の３例を示
す。
　 
土地収用の事例

○土地収用の事例１　広小路線（城山工区）
　（裁決年月日）平成18年11月28日
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　（事　業　名） 都市計画道路３・１・124号
広小路線（城山工区）

　（場　　　所）千種区末盛通
　本路線は、都心部を東西に貫き高速道路や
国道19号等に接続する主要幹線道路であり、
交通需要の増大に対応して幅員を40ｍに拡
げる事業を実施した。しかしながら２筆（１
画地）の土地において代替地及び移転工法を
巡って事業関係者の合意を得られず、土地収
用法に基づく収用裁決により用地取得を行っ
た。
　本件においては土地に存在するビルの外壁
21mmが支障となっており、本市は外壁を削
り改修する工法を採用したものの、事業関係
者はこの移転工法に納得せず、構外移転を主
張した。
　また、土地及び建物には根抵当権が設定さ
れており、これを付け替えることのできる代
替地の提供を求められたが、事業関係者の希
望に合致する条件の代替地を提示することは
できなかった。
　審理において事業効果に対する制約と事業
関係者の被る負担とが比較衡量された結果、
本市の申請よりも面積を減じた範囲で収用裁
決が下された。外壁の一部や排水管等の移転
の負担を減らすため、事業区域の一部を収用
範囲から除外するというものである。このた
めに歩道幅員は計画よりも50cm減ることと
なった。起業者の主張した収用範囲に収用委
員会が判断を加えた裁決は全国的にも異例の
ものであった。

○土地収用の事例２　江川線（東海通工区）
　（裁決年月日）平成23年６月13日
　（事　業　名） 都市計画道路３・１・29号江

川線（東海通工区）
　（場　　　所） 港区七番町、東海通、熱田新

田東組字根走
　本路線は名古屋市を南北に縦断する主要幹
線道路であり、現在その区間の大半において
地下鉄及び高架式の都市高速道路を収容する
とともに、多系統の路線バスが運行されてい
る。そのため平成９年度からの事業において
は25ｍ程度であった幅員を50ｍに拡幅すると
ともに、道路の中央に中部国際空港へ続く名
古屋高速４号東海線の整備を実施した。しか
しながら一部の地元住民から反対や要望が発
せられる中で、地権者との交渉も時に難航
し、路線全体で９件の裁決申請を行うことと
なった。
　東海通工区においては、事業関係者が本市
の対応に不信感を抱いていたことに加え、隣
地所有者との間で境界を巡る争いがあったこ
と、事業関係者の移転先選定が長く不調で
あったこと、補償金額への不満があったこ
と、登記簿上の所有者（故人）が外国籍であ
り、当該国の法に基づいて相続人を特定しな
ければならなかったことなど、買収の支障と
なる条件が複数重なっていた。交渉は11年に
もわたったがついに妥結には至らず、裁決申
請を行うこととなった。審理には１年９か月
かかり、また裁決後も損失補償金額を巡る訴
訟が発生したり、期限までに明渡しがなされ
ず行政代執行を請求する事態になったりと、
土地の取得には大変な困難を要した。
　なお行政代執行については、請求後実施前
に物件の自主撤去がなされたため、中止と
なった。

○土地収用の事例３　川名公園
　（裁決年月日）平成25年７月２日
　（事　業　名） 都市計画公園４・４・６号川名

公園
　（場　　　所） 昭和区花見通１丁目、広路町
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字石流、川原通７丁目、８丁
目、広路通７丁目、８丁目

　本公園は名古屋市中心部の東寄りに位置
し、三本の幹線道路に囲まれるとともに地下
鉄川名駅に隣接しており、高い交通利便性を
持っている。
　周囲は住宅密集地でありながら近隣に災害
時の広域避難場所が存在しないため、防災機
能を持つ公園として整備が進められてきた。
本市においては初めての住宅密集地における
都市計画公園事業であり、計画区域には多く
の事業関係者が存在していたことから、通常
以上に長い時間をかけて説明と交渉に取り組
んできた。しかしながら一部の事業関係者と
の間で事業反対、補償金額不満、代替地選定
不調等の理由で交渉がまとまらず、裁決申請
を行うに至った。
　川名公園においては２件の裁決申請を行っ
ており、そのうち平成23年に裁決の下りた事
例は、緑政土木局の事業として、現行土地収
用法下で初の公園事業における収用裁決であ
る。
　平成23年に申請し平成25年に裁決を得た事
例は困難なものであった。事業関係者は本市
に対して大きな不信感を抱いており、手続き
の違法性や資料の捏造を主張した。
　また、補償金の増額も求めており、裁決ま
でには十数回に及ぶ意見書のやり取りが行わ
れ、１年７か月の時間を要した。その後も補
償内容の不服や慰謝料請求のために訴訟が起
こされ、また明渡しの履行も長くなされな
かったことから、土地の取得には多くの努力
と時間が費やされることとなった。一時は行
政代執行を検討するまでに至ったが、裁決か
ら約４年半を経た平成30年１月に土地の明渡
しを得ることができた。
　 

５　生活再建関係

はじめに

　公共事業の実施に伴う用地取得をより円滑
に進めるため、生活再建措置は必要不可欠で
ある。「公共用地の取得に伴う損失補償基準
要綱の施行について」（昭和37年６月29日閣
議決定）第２において、「公共の利益となる
事業の施行に伴い生活の基礎を失うこととな
る者がある場合には、必要により、生活再建
のため土地又は建物の取得のあっせん及び職
業の紹介又は指導の措置を講ずるよう努める
ものとする。」と規定されている。本市におい
ても生活再建措置として代替地の取得及び提
供、媒介制度による代替地のあっせん、市営
住宅の入居あっせんを行っている。
　 
代替地提供

○滝ノ水地区の代替地提供
　昭和54年、名古屋市滝ノ水土地区画整理組
合が設立され、平成６年に至るまで滝ノ水地
区において土地区画整理事業が行われた。

滝ノ水地区の中央付近から
東南を望む区画整理後の景観

　
　当該区域において名古屋市住宅供給公社が
所有していた土地の一部を、代替地として提
供するため平成６年に同公社より取得した。
その後造成工事や区画割等を行い、名鉄名古
屋本線（天白川～左京山間）立体交差化事業や
豆田町線、戸田荒子線、江川線等様々な事業
に伴う事業関係者の移転先として、令和４年
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度までに23件を提供した。

○市営中島荘跡地の代替地提供
　平成９年、土古町線の拡幅事業と同時期
に、市営住宅中島荘を高層化する建替え工事
が行われた。住宅の完成後、取り壊されて跡
地となった住宅都市局所管の土地を土古町線
の事業関係者の移転先として提供した。この
ような場合は原則として住宅都市局から緑政
土木局へ対象土地の所管換えを行うが、本件
では例外的に、局間で所管換えをすることな
く緑政土木局が住宅都市局所管の土地を売却
する旨の局長間覚書を締結し、代替地提供を
行った。売却実績は平成13年度から平成16年
度で９件（約4,900㎡）である。

○媒介制度
　緑政土木局の提供する代替地で事業関係者
の希望に合致するものがない場合、代替地の
媒介制度を実施している。これは財政局主管
の代替地等の媒介に関する協定に基づき、公
益社団法人愛知県宅地建物取引業協会（以下
「宅建協会」という。）等に対し、媒介業者の推
薦を依頼し、事業関係者の希望に沿った代替
地の詮索及び情報提供等を委託するものであ
る。これにより事業関係者の生活再建要望に
応え、事業の円滑な推進を図っている。
　平成３年に宅建協会と協定を締結し、また
代替地等の媒介依頼に関する事務取扱要領を
定めて制度が発足した。その後の約３年間
で、緑政土木局を含む本市全体の媒介実績は
32件となった。媒介報酬については、媒介さ
れた土地の価額に対し一律2.5％としていた
が、土地の需要が落ち着いて報酬を下げても
流通物件の媒介が受けられるようになった一
方で、地価はバブルの影響を脱しきらず高水
準にあったことから、限られた予算の範囲で

は十分な媒介を期待できなかったため、媒介
報酬率の見直し等の制度改正がなされた。
　また、公益社団法人全日本不動産協会愛知
県本部や市内の各農業協同組合といった他団
体から当制度への参加の要望があったことか
ら、宅建協会と同条件で媒介業者の推薦を依
頼できるよう新規に協定を締結し、要領の改
正を行った。
　近年の当制度にかかる緑政土木局の実績は
表６のとおりである。
　なお平成28年度以降は、媒介制度の実施依
頼もない状況である。

表６　近年の局媒介制度実施結果

　 
　 
　 
　 
　 
　
 

移転先あっせん

○市営住宅の入居あっせん
　市営住宅とは住宅に困窮する低所得層の方
向けに、本市が国から補助を受けて建設した
賃貸住宅であり、名古屋市住宅供給公社が管
理をしている。公営住宅法第22条に基づき、
入居者は原則として公募により決定しなけれ
ばならないが、特別な事由がある場合におい
て特定の者を入居させる場合はこの限りでは
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ない。この特定入居者の選考は名古屋市市営
住宅入居者選考審議会で行われる。特別な事
由に当たるものとして公営住宅法施行令第５
条には、都市計画事業や土地収用法上の認定
を受けた事業の施行に伴う住宅の除却が掲げ
られており、緑政土木局では名古屋市住宅供
給公社と調整を図り、都市計画事業等の用地
取得に伴い移転を余儀なくされる事業関係者
で、移転先に困っている方に対して、市営住
宅への入居をあっせんしている。近年の実績
は表７のとおりで、平成21年度から令和４年
度の14年の間で、54件の入居申請があった
中、48件の入居をあっせんした。
表７　近年の市営住宅へのあっせんの実績
年度 入居申請 入居 関係事業 

H21 5 3 江川線、小幡東１号線、豆田町線 

H22 8 8 川名公園、日置中野新町線 

H23 3 2 川名公園、万場藤前線（正江橋） 

H24 3 3 上飯田線（三階橋）、天神橋 

H25 4 3 
敷田大久伝線、川名公園、上飯田線

（三階橋）、江川線 

H26 0 0  

H27 1 1 昭和橋公園 

H28 1 1 戸田荒子線 

H29 6 5 戸田荒子線 

H30 1 1 昭和橋公園 

R１ 4 4 昭和橋公園、高田町線、小幡西山線 

R２ 1 1 東志賀町線（水分橋） 

R３ 14 13 昭和橋公園、東志賀町線（水分橋） 

R４ 3 3 河岸町線、相生山緑地 

 

生活再建のその後

○不要代替地等の局売却
　予定されている公共事業のために一定程度
の代替地を保有する必要がある一方で、有効
活用されていないまま保有している未利用地
は処分していく必要がある。公有財産の売払
いは原則として財政局所管の一般競争入札に
よって行われるが、代替地等の処分の多様化
及び局財源の確保を目的として、未利用地処
分事務試行運用要綱を制定し、平成22年度か
ら緑政土木局においても入札を実施した。当
制度は、未利用地のうち入札による売払いに

適した土地を一般競争入札の方式で処分する
ものである。
　平成22年度から平成24年度までの３年間で
８回の入札が実施され、33件（同一物件は含
まず）中22件の契約が成立した。また平成25
年度頃から、複数回入札を実施したが不調に
終わった土地について処分策の検討が必要と
なった。そこで未利用地処分事務運用要領を
新たに制定して先着順売払いに関する規定を
設け、一般競争入札で不調となった物件につ
いて価格を固定し、先着順で売却することと
した。
　
 

一般局入札の案内看板

　
　しかしながら、入札に付すことができる土
地がほとんどなくなったことや入札及び先着
順への申込みがないこと等により、緑政土木
局での一般競争入札は平成29年度が最後の実
施となった。平成22年度から平成29年度の８
年間で、平成25年度の財政局との合同入札を
含めると落札件数は40件（地積約3,200m2、売
却価格にして約４億４千万円）である。
　 
〈参考文献〉
　用地ジャーナル2018年（平成30年）１月号（一般財
団法人公共用地補償機構）、街路事業事務必携（平成
16年版）（街路事業研究会）、用地測量三十年の記録
（名古屋市土木局用地部）、名古屋高速道路公社四十
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年史（名古屋高速道路公社）、用地ジャーナル2020
年（令和２年）６月号（一般財団法人公共用地補償機
構）、滝ノ水の流れ（財団法人名古屋土地区画整理協
会）、土地区画整理事業から見た名古屋環状２号線
のあゆみ（名古屋都市センター）
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コラム

名古屋市土地開発公社

　公共事業の円滑な推進をはかるためには、十分な用地ストックが必要となる。事業
開始後速やかに工事に着手することができるよう、予めまとまりのある用地を取得し
ておくために、用地先行取得制度が活用されてきた。また、地価が上昇基調にある時
には、早期に用地を取得しておくことが事業費の抑制にも繋がっていた。
　名古屋市土地開発公社（以下「公社」という）は、「公有地の拡大の推進に関する法律」
（昭和47年６月15日法律第66号）に基づき昭和48年に全額本市の出資で設立され、公有
地の先行取得及び管理等を行ってきた。
　また公社の資金は、事業認可前の用地先行取得のみならず、進行中事業のための用
地取得にも投入されていた。いわゆる「資金代行」である。一般会計の予算のみでは用
地取得に対応できない時にも、機を逸することなく用地を取得しのちの事業に繋げる
ために公社の資金が活用されてきたのである。公社の取得する土地のうち、実際に多
くの割合を占めていたのはこの資金代行による用地取得であった。
　しかしながら、近年、社会経済情勢等の変化により地価は安定傾向にある。そのた
め公有地の先行取得のメリットは希薄化し、先行取得した土地を長期にわたって保有
し続けることが公社の経営を圧迫するようになった。このような状況の中公社では平
成15年度から平成21年度にかけて第１次・第２次公社経営改善計画が実施され、また
本市においても平成17年度の総務省による土地開発公社経営健全化団体の指定を受
け、財政局の主導で土地開発公社経営健全化計画を策定・実施した。その主な内容は、
道路、公園事業予定地に係る公社保有の先行取得地を減らすために、公共用地先行取
得債を活用して買戻しを行うというものである。また、平成17年度までは公社から買
い戻す際に保有期間分の利子額を清算し支払っていたが、平成18年度からは、公社保
有地に係る利子額分を毎年度補給することとした。
　平成26年度以降、公社を通じた新たな用地取得は行わないこととした。一方で、用
地取得のための借入金利子は当市予算を圧迫し、公社を所管する財政局において、公
社の存続の要否についての検討が行われることになった。結果として、令和４年度ま
でにすべての公社保有土地の買戻しを終えたことから、公社は本来の役割を終えたも
のとして、令和４年12月31日をもって解散した。

長期にわたり土地開発公社の保有していた土地の様子（平成24年当時）
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第２節　公共用地の測量

　
１　用地測量業務

用地測量

　用地測量は、都市計画道路、河川、公園等
の公共事業に必要な土地について、土地の権
利者（地権者）が所有する範囲を正確に求め、
その利用状況を把握し、公共事業用地として
適正に評価・補償するために行う測量である。
　用地測量により得られた結果は、公共事業
用地の権限取得の前提となる表示登記の重要
な資料としても活用される。
　本市では、用地測量は事業認可の前に実施
している。そのため、用地測量は本市として
最初に地権者と接触する場となっている。
　実施に際しては、昭和44年度から平成22年
度までは用地部測量課の用地測量係、平成23
年度以降は組織改編により道路建設部道路建
設課の用地測量係において用地測量を実施し
ている。
　用地測量係では、平成22年度から、用地測
量に加えて、他局所管の土地を含む市有地の
売払い等を目的とした一筆地測量業務も行っ
ている。そこで、本節では一筆地測量業務の
変遷も併せて述べる。
　
用地測量の手法の変遷

（トータルステーションの導入）
　トータルステーションとは、角度を測定す
るトランシット（セオドライドともいう）の機
能に、光波距離測量機能が追加された測量機
器である。本市は昭和58年ごろトータルス
テーションを導入したが、光波測距儀とトラ
ンシットと別々の測量機器として検定を受け
る必要があり、１台の機器を機能別に検定
を受け用地測量をしていた。一つの測量機
器として公共測量に用いることができるよ

うになったのは、国土地理院が「トータルス
テーションを用いる公共測量作業マニュアル
（案）」を作成した平成４年以降である。

（GNSS測量の導入）
　平成５年に国土地理院が「GPSを用いる公
共測量作業マニュアル（案）」を作成し、平成
14年の測量法の改正により公共測量に用いる
測地系が日本測地系から世界測地系へ移行し
たことから、公共測量でも電子基準点を用い
たGPS測量を行うことが可能となった。
　また、平成23年から、国土地理院ではGPS
にロシアのGLONASSや日本の準天頂衛星等
を加えGNSSと改称した。対応する測量機器
も誕生し、それまでと比べると精度の高い測
位が短時間で可能となった。
　本市の用地測量でも、森林地区等公共の基
準点からの見通しが悪い場所で、かつ上空が
開けており長時間の観測が可能な場合に限
り、GNSS測量による新点の設置を行っている。
　近年は、リアルタイム・キネマティック法
等、GNSSによる即時の観測が可能な新たな
測量技法が確立してきたが、基準点を設置す
ることに関しては、利点もあるが土地の境界
を測量することに適していない。
　よって、本市の境界確認においては、現在
でも基準点からトータルステーションにより
境界や事業予定地の観測・復元を行っている。

GNSS測量器
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（全筆求積の義務化）
　平成16年に不動産登記法及び不動産登記規
則等の省令改正が行われた。
　改正前は、土地の分筆登記を行う場合、土
地全体のうち分筆によってあらたに地番を付
す部分のみを求積し、残りの部分は、登記簿
地積との差し引き計算による残地面積の表記
が可能であったが改定後は、土地の分筆登記
を行う際原則として分筆前に土地全体の筆界
確定を行い、分筆による全ての土地の地積と
その求積方法を地積測量図に記載する、いわ
ゆる全筆求積が必要となった。
　本市では、昭和50年代後半から事業用地の
残地を含めた土地全体の境界確認を行ってい
たが、法律上それが義務づけられる形となっ
た。
　
 

境界確定・求積が必要な範囲の変遷

　
（世界測地系への移行）
　平成16年の不動産登記法改正によるもう一
つの大きな変更点として、原則、地積測量図
に世界測地系の座標値を記載することが必要
となったことが挙げられる。
　改正前に実施された用地測量では、測量実
施範囲近傍の任意の位置を原点とする、いわ
ゆる任意座標系による測量成果も多々見られ
たが、改正により任意座標系による測量成果
を登記に用いることが原則として不可能と

なったため、用地測量に伴い行う基準点測量
も、公共の基準点に取付けを行い、世界測地
系に基づく測量を行うこととなった。

（筆界特定制度）
　平成17年にも、前年の全面改正に引き続き
不動産登記法の一部改正があり、筆界特定制
度が創設された。これにより、境界紛争のあ
る土地について、裁判よりも簡易な手段で筆
界の特定ができるようになった。
　ただし、筆界特定の申請を行うためには、
申請を行う土地の権原を有している必要があ
るため、用地を取得する前に行う用地測量で
は活用が難しいというのが現状である。
　本市の実施事例としては、都市計画道路池
内猪高線（平成25年）、東志賀町線（令和元年）
の二例で、本市が土地収用法により権原の一
部を取得した土地の筆界特定申請を行い、池
内猪高線については筆界の特定に至った。

（筆界の定義の明文化）
　筆界特定制度の創設に付随し、筆界特定に
関連する条文中において、筆界について「二
以上の点及びこれらを結ぶ直線」（一部抜粋）
という用語の意義が初めて定められた。それ
に伴い、法務局では平成30年頃から、筆界は
点と点を結んだ直線であるため、原則として
曲線形状での分筆登記を認めないという取り
扱いがされるようになった。
　しかし、本市の実施した従前の用地測量で
は、都市計画区域が曲線となっている区間に
ついては用地の取得範囲も曲線で設定してい
ることから、曲線形状で土地を分筆し用地を
取得するために、法務局との調整が必要と
なった。
　対応として、平成17年の法改正以前に都市
計画決定したものについては、市民に曲線形



第７章　用地取得と測量業務のあゆみ　第２節　公共用地の測量

597−　　−

状の計画を公表しているという経緯をもと
に、路線ごとに法務局と申し合わせを行い、
曲線形状での用地取得を行っている。

（コロナ禍における対応）
　用地測量の実施前に行われる測量説明会
は、通常はコミュニティセンター等における
集会形式で行っていたが、新型コロナウイル
ス感染拡大（コロナ禍）の影響により、令和２
年度から令和４年度まで、人の密集を避ける
ため、来場者へ個別説明形式で実施した。
　ただし、境界確認は用地測量の過程として
省略することが不可能であるため、できる限
り少人数で、土地所有者との距離を確保し、
マスク着用やアルコール等による手指の消毒
等を徹底した上で現地立会を行った。
　現在はコロナ禍の一定の収束が見られたた
め、再び集会形式で測量説明会を実施してい
る。
 

集会形式の様子

個別説明形式の様子

委託実績

（用地測量）
　用地測量は、昭和50年代後期から平成９年
頃までは平均で年間15件ほど委託している
が、昭和62年度には23件に及んだ。
　平成10年からは急激な件数の減少があり、
過去10年間を平均すると年間２件から３件ほ
どとなっている。
　
 

用地測量委託件数の推移

　
（一筆地測量）
　一筆地測量は、平成22年度から正式に開始
し、件数は平均すると年間７件から８件ほど
となっている。
　平成28年度以降、道路・公園等の都市計画
事業の見直しが行われ除外された先行取得地
の売り払いに伴う筆地測量の件数が増加して
いる。
　
 

一筆地測量委託件数の推移
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代表的路線の用地測量

（広小路線）
　広小路線は、昭和62年度に①千種区覚王山
通（池下交差点）から末盛通（末盛通二丁目交
差点）までの区間、平成元年度に②本山交差
点、平成６年度に③末盛通から東山通までの
区間にて用地測量を実施した。
　昭和62年度の用地測量では、事業に反対す
る地権者との調整がつかず、急遽、立会延期
を通知するための文書を送付しており、当時
の担当職員の苦労を伺い知ることができる。
該当する部分については、委託期間中での境
界立会までには至らず、その後、個別に訪問
し筆界を確定していった。

　
 

広小路線の用地測量実施箇所

　
（江川線）
　昭和58年度以降、江川線の整備の中心は港
区、さらに熱田区へと広がった。
　昭和58年度には①西区の那古野、及び②港
区の港栄地区（港区役所以南）にて用地測量を
実施し、その後は、平成５年度に③西区の庄
内通三丁目から浄心本通３丁目（秩父通交差
点）まで、平成７年度に④西区の庄内通、平
成８年度に⑤港区の港明地区（東海通以南）、
平成９年度に⑥港区の東海通以北から熱田区
の日比野付近まで、平成10年度には⑦西区の

浄心一丁目（秩父通交差点）から上名古屋二丁
目（浄心交差点）までの間で用地測量を実施
し、拡幅区間全線の測量が完了した。

　
 

江川線の用地測量実施箇所

　
（名鉄瀬戸線：小幡～大森金城学院前）
　名鉄瀬戸線では、小幡駅から大森金城学院
前駅までの区間について、守山本通線立体交
差事業として平成６年度に３工区に分けて用
地測量を実施した。
　平成６年度の用地測量では街区全体で事業
に反対の声が上がった箇所があり、該当箇所
では平成13年度と平成22年度に、それぞれ再
測量を行っている。
　
（東志賀町線：三階橋）
　三階橋は東志賀町線のうち、矢田川を渡り
北区と守山区を結ぶ区間を担う橋梁であり、
平成８年度に３工区に分けて全体の用地測量
を実施した。
　しかし、平成17年度、本市が行った境界立
会や土地境界確認書の作成に対して、地権者
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が平成17年度に警察へ告発行為をした。平成
18年度には簡易裁判所へ職員に対する慰謝料
請求調停の申立て（のちに取下げ）、平成19年
度には本市への慰謝料請求事件を提起される
（高裁にて棄却）。
　その後、平成29年度には本市への境界確定
請求事件を提起されたが、令和４年１月に原
告の訴えを棄却され、これを最後に土地境界
確認については決着した。
　本市が実施する測量は、市民の持つ財産に
影響を及ぼす可能性があり、時に民間の紛争
に関与する場面もあるため、記録を残すこと
や公的資料の取り扱いが重要である。
　
（南陽大橋）
　南陽大橋は、戸田荒子線のうち、庄内川と
新川を渡る区間を担う橋梁である。平成元年
度に戸田荒子線として①左岸側（アンダーパ
ス含む）、以降は平成２年度に南陽大橋とし
て②右岸側本線、平成３年度に③右岸側アン
ダーパスの測量が行われた。
　なお、右岸側については、アンダーパスの
形状変更に伴い、平成13年度に④右岸アン
ダーパスの大部分、平成16年度に⑤右岸アン
ダーパスの南端部で改めて用地測量を行っ
た。

 

南陽大橋の用地測量実施箇所

（戸田川）
　戸田川は、昭和59年度に①近鉄戸田駅から
上流側、昭和60年度に②JR関西本線から下
流側、昭和61年度に③国道１号線下流右岸側
（戸田川緑地）の一部、昭和62年度に④近鉄戸
田駅から下流側の用地測量を行い、平成２年
度に⑤中川区から港区までの中流部、平成５
年度には⑥JR関西本線の上流右岸側、平成
８年度には⑦JR関西本線の上流左岸側の用
地測量を行った。
　また、⑧⑨⑩測量を実施した範囲の未買収
筆の再測量も行っている。
　ただし、中川区内の左岸側において、近鉄
名古屋線から国道１号線より下流の港区まで
は、地元反対と、相続人等の調査に時間を要
することから、いまだに用地測量も用地取得
も行われていない。

戸田川の用地測量実施箇所
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（相生山緑地）
　相生山緑地は、第２次整備プログラムによ
る事業推進地区として平成29年度に①第１期
（北東部）、平成30年度に②第２期（南西部）の
用地測量を実施した。
　区域内の多くが戦前～戦後にかけて分筆、
売買された経緯があり、そのような土地では
地権者の高齢化が進んでおり、登記名義人が
既に亡くなっている土地も多くみられた。
　また、勾配の厳しい地形や生い茂った樹
木、広大な測量範囲、公図と現況の乖離等、
緑地特有の測量の困難さがあった。

 

相生山緑地の用地測量実施箇所

２　境界測量業務

境界確認測量

　境界確認測量は、緑政土木局所管の道路、
河川、水路その他公共の用に供されている土
地と、隣接地との境界を明確にするため、土
地所有者の申請あるいは工事担当者の依頼に
より、境界を確認する業務である。本市の測
量業務は、全国的に見ても稀にみる職員が自
ら本市の財産を守るため、境界線を明示する

という他の市町村では行っていないことを実
施している。以前は、職員が自ら境界杭等を
探し出し、現地測量し、隣接する土地所有者
へ境界線を主張していたが、徐々に境界確認
の申請件数が増え始め、職員では対応しきれ
なくなってきたため、昭和55年度から一部地
域（北区、西区、東区、守山区、中村区、中
区）で境界明示業務の測量業務委託（以下、単
契委託）を開始した。
　戦前から耕地整理や土地区画整理によっ
て、道路等の都市基盤整備が進められ、新市
街地においては、民間による土地区画整理事
業が行われてきた。単契委託を行うことを契
機に、境界明示業務は道路等の形成経過か
ら、明示手法をＡ～Ｄ地域（表１）に分けて行
う事にした。

表１　境界明示業務の地域別手法

 

 

 図１　境界確認申請の件数の推移
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　昭和60年代に入ると、境界確認申請件数は
急増傾向を見せ始め、法務局において、登記
の際に添付する隣接地との立会記録等を明記
した土地現地調査書のチェックを強めたこと
や、土地ブーム（土地投資目的の取引の増加）
等により、昭和58～61年度の４年間で約1.8
倍に急増した。（図１）
　申請件数の増加と明示の難しい地域での業
務が増えたことにより、処理日数の長期化が
進み、申請者や工事担当者から短縮を強く要
望された。これに対し、（１）委託の拡大、（２）
画一的手法の確立、（３）人材養成、（４）資料
の保管・整備を取り入れながら対処した。
　（１）委託の拡大については、昭和59年度に
全市域に境界明示の単契委託を適用し、昭和
61年度では全体処理件数の40％弱まで増加し
た。（２）手法の確立については、各班毎に業
務手法や範囲が異なっていたり、若手職員と
ベテラン職員で判断にばらつきがあったり、
また、委託の拡大に伴い、委託業務と直営業
務で同一レベルを保つ必要があることから、
明示業務の標準マニュアルが必要となり、昭
和60年度には「明示の手引」を作成した。
　また、境界明示の事務についても、当時規
定がなく事務処理上混乱を招くおそれがある
ため、昭和62年度から測量課内に検討委員会
を設置し、検討を重ね平成２年度に「土木局所
管道路等境界明示事務取扱要領」を制定した。
　なお、平成18年度には要領から要綱へ改正
した。

（測量総合システム）
　平成９年度、境界明示業務（道路区域、河
川区域）が測量課から各区の土木事務所（以
下、各土木）へ移管された。これに併せて、
境界明示システム（以下、システム）を構築
し、GIS（地理情報システム）によりデータ集

計や立会記録等情報共有を図れるようにし
た。具体的には、各土木事務所にPCを１台
ずつ配置し、各測量担当者が境界確認の申請
台帳や測量標の保全台帳を記録し、ヒット
ファイル（日立製光ディスクファイルシステ
ム）に台帳データを記録することで、地図上
で情報を表示させていた。
　また、各土木事務所は台帳データをMO
（光磁気ディスク）に記録し、測量課へ送付
し、測量課は全市のデータをとりまとめて
集計していた。この時のシステムのOSは
Windows98を使用していたが、サポートが
終了しWindows2000に切替える際に、ヒッ
トファイルが使用不可となったことから、平
成14年度からAutoCADマップを利用し、庁
内LANを使用したネットワーク型のシステ
ムにした。その後、Windowsの更新によっ
てシステムに影響が無いようウェブ化を図
り、平成24年度から地図ソフトをシステムに
組込み、システム上で図形情報の登録と申請
情報の入力等すべての業務を完了させられる
ことができるように改善した。
　また、他局や他課から依頼された土地の買
収や売却に伴う測量についての成果等を記録
しておくため、用地測量の公共測量システム
を追加し測量総合システムとして統一され
た。

（担当職員について）
　平成９年度に各土木事務所へ境界明示業務
を移管した際は、ベテラン職員を各土木事務
所に配置し、それぞれ若手職員を育成してい
た。しかし、担当職員の多くは測量業務だけ
でなく工事業務や水防業務も行っており、測
量業務に携わる時間が減少すると共に、より
専門的な測量知識を習得する前に異動となる
ことが多くなり、職員の育成が難しくなった。
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　また、平成18年度あたりから各土木事務所
で測量に関して訴訟に発展する懸案事項が多
発したため、平成21年度から各土木事務所の
測量業務を課として統合し、職員の専門性の
改善を図った。

（測量課業務の変遷）
　平成12年度に局再編で土木局と農政緑地局
が合併し緑政土木局となったことに伴い、公
園・農業用水路の境界明示が測量課の業務と
なった。
　また、地方分権一括法に関連する国有財産
の譲与に伴い、平成14年度から段階的に法定
外公共物の管理引継ぎを受け、「譲与財産境
界明示事務取扱要領」を制定し、境界明示業
務を測量課で開始した。これらに伴い、境界
確認申請件数は５千件前後から６千件前後へ
徐々に伸びていった。さらに、平成18年度に
は1・2級河川の管理権限移譲に伴い、境界明
示業務は測量課の業務となった。

（実測図の申請者負担について）
　平成９年度から各土木事務所へ測量担当者
を１～２名配置していたが、職員だけで現地
測量作業をすることは業務量的に不可能なた
め、単契委託で補いながら測量業務を行っ
た。しかし、国有財産の譲与や1・2級河川の
管理権限委譲で境界明示する範囲が広がり、
業務量が増えたため、単契委託の予算確保が
厳しくなってきていた。
　一方で、他自治体では境界測量に関する業
務に、手数料の徴収や、申請者による実測負
担をしており、本市のように境界線を市の負
担だけで測量し提示することは一般的ではな
かった。本市は区画整理での市街地整備が進
んでおり、過去から職員がいち早く区画整理
による換地確定図を集め、現地確認し、本市

が主張する境界線を市民に示してきた。この
様な境界確認を数多く行ってきた結果、次第
に市内各所の設定図が蓄積され、また、今ま
で境界立会した立会記録書も保存されてきた
ことから、これらの資料を基に、申請者が実
測を行っても、本市が求める境界線を確保で
きる状況になってきた。そこで、平成19年度
からＡ地域（戦災復興土地区画整理内）、Ｂ地
域（土地区画整理法）について境界確認申請者
による仮実測の試行を開始し、翌年にはＣ地
域（旧都市計画法、耕地整理法）、Ｄ地域（除
外地）についても同様に試行を開始した。平
成21年度からは土地家屋調査士又は測量士が
代理人の場合に限り、申請者にて仮実測を本
格的に実施し、平成26年度からは正式に境界
確認申請者に現況実測図の作成を義務化し
た。従来、単契委託で行っていた実測を申請
者が負担することになったため、令和３年度
時点の単契の予算費用は、平成９年度の10分
の１以下へ大幅に減少した。

（要綱の改正）
　平成21年度、測量担当者が各土木事務所か
ら測量課へ統合することに併せ、「道路等境
界明示取扱要綱」及び「譲与財産境界明示取扱
要綱」を廃止し、「道路等境界確認事務取扱要
綱」を制定した。この改訂では、（１）市と申
請者が対等な立場で境界協議を行うことを明
確にするため、要綱内表記を「境界明示」から
「境界確認」に変更、（２）譲与財産及び河川の
権限委譲に伴い、境界確認区分の明確化及び
追加、（３）立会完了の明確化のために確認通
知書を交付する、（４）様々な事例に対し担当
者の判断ではなく組織として統一的な判断を
するために境界確認審査会の新設を行った。
以前は境界確認（明示）の申請が出されたら、
一方的に本市の主張線を明示し、申請者の承
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諾は確認しておらず、申請者が必要な場合の
み手数料を徴収して「道路証明」を交付してい
た。しかし、登記における問題が発生し関係
団体からの申し入れもあり、平成18～20年頃
は提出された明示結果報告書に収受印を押印
して返していた。平成21年度からは申請者の
意思を確認するために、道路証明業務を廃止
し、市長名による確認通知書を道路証明と同
程度の効力を有する書面として交付すること
とした。

（座標による明示開始）
　これまで、境界確認の方法としては、根拠
となる図面から、現地にある区域標（鋲や杭）
の位置を観測・確認し、現地に境界線を再現
し明示する「現物明示」で行ってきた。
　一方、平成17年３月に不動産登記法の改正
で、原則公共基準点を基準とした座標値が記
載された地積測量図を登記するよう定められ
た。そのため、土地家屋調査士は境界確認で
使用する区域標を公共基準点より実測し、公
共座標値を付けるようになったが、同じ区域
標を実測しても土地家屋調査士によって座標
値に若干の差が生じていた。
　このような背景の中、平成22年度から震災
対策として街区の世界座標化事業が開始さ
れ、街区交点に座標値が付いたことで、土地
家屋調査士がその座標値を利用し地積測量図
の作成や登記申請をすれば、人為的誤差防止
や作業の省力化につながり、境界確認業務の
簡素化ができるという考えから、平成23年度
から西部の一部地域にて境界確認に座標値の
使用を開始した。現在は座標化事業の進捗に
合わせて、西部の大半地域にて公共基準点に
より街区交点の座標値を示し、その点を結び
境界立会をする「座標明示」を行っている。座
標明示は、測量担当者が境界確認時に座標値

を示すのみとなり、申請にかかる処理日数の
短縮やコスト削減、申請者負担の軽減やサー
ビスタイムの短縮、及び工事による区域標の
保全も大半が不要となる効果が見込まれてい
る。

（境界情報の公開）
　官民境界を知るためには、境界確認申請書
を提出するしか方法が無かったが、境界確定
の必要が無く（塀や柵等を設置するため等）、
「官民境界を知りたい」という需要に応えるた
め、平成27年度から境界情報閲覧事務を一部
地域にて開始した。
　また、平成28年２月に閲覧マニュアルを作
成し、平成28年度から市全域において閲覧可
能とした。

台帳整備測量

　道路法第28条の規定によって道路管理者
が、その管理する道路について道路台帳（平
面図と調書）を調製、保管し、一般の閲覧に
供することになっている。
　道路台帳の整備は、昭和58年７月８日付自
治省からの指示により、昭和61年度までに完
了させることになった。記載事項である「道
路の区域の境界線」のための区域線測量は多
くの時間を費やしていたが、一旦保留し、現
況構造物を区域線とし、昭和61年11月に自治
省の要求する道路台帳整備を完了させた。昭
和61年度後期からは、本市の貸与する現況平
面図（昭和58年～昭和61年に作成した図面）を
使用し、道路の構造、舗装種別の再調査を行
うとともに、道路区域の断面図の測定を行っ
ていた。
　平成７年度以降は、昭和37～48年及び昭和
49～52年に整備した地域の道路台帳も図面が
かなり古く、任意座標で作成されている地域
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もあるため、改めて台帳整備を行った。公
共座標化した標準メッシュ図郭による道路
台帳平面図を作成するために平板測量（縮尺
1/500）を実施し、道路の構造、舗装種別の調
査を行うと共に道路区域の横断面の測定を
行っていた。
　しかし、平成20年代に入り、平板測量に多
大な費用がかかることからコスト面が問題視
されるようになった。
　また、航空測量やMMS（モビールマッピン
グシステム）測量等の測量技術の進歩が目覚
ましく、従来の測量手法を見直す時期に来て
いた。測量課として勘案した結果、道路台帳
平面図の整備を一時休止し、災害対策の迅速
化と台帳平面図作製の効率化・コスト縮減を
実現することを目標とする街区の世界座標化
事業を進める方針を決定した。
　また、街区の座標化完了後、作成した街区
情報を台帳平面図基礎資料として平面情報と
重ね合わせ、台帳平面図を作製することとし
た。
　なお、今後既存の台帳平面図をCAD化し、
街区情報を重ね合わせる方法で道路台帳のデ
ジタル化を予定している。
　
街区の世界座標化事業

　近年発生が危惧されている南海トラフ巨大
地震では、名古屋市内において約３万４千棟
の建物が全壊すると予測されている。過去に
発生した大規模地震では液状化現象が発生し
ており、市内でも北・西・南部の沖積地を中
心に液状化発生の可能性が考えられる。
　街区の世界座標化事業は、災害対策として
地震時の液状化等で道路境界が不明確となっ
た場合、座標値から街区位置を復元し、速や
かに被災後の街の復興を進めることを目的と
している。液状化の被害想定が大きい地域を

優先的に、平成22年度に港区から着手し、令
和５年度での完了を目標にして市域の液状化
被害想定「大」の地域を進めている。
　また、令和４年度からは、民法改正に伴う
相続登記の義務化による境界確認申請の急増
に備える取り組みとして、「道路境界の緊急
先行測量」を実施している。実施地区として
は、旧土地区画整理法により土地区画整理が
行われた地域で緑区から着手した。（図２）
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図２　街区の世界座標化実施状況

　世界座標とは、人工衛星を用いた観測に
よって明らかとなった地球の正確な形状と大
きさに基づき、世界的な整合性を持たせて構
築された緯度経度である。国や市が管理する
基準点から、ほぼすべての交差点に基準点を
設置し、そこから街区の交点や道路中心を測
量し、街区交点の座標をつけている。座標値
は、災害時には衛星測量によって現地で座標
から元の道路の位置を確認することができ
る。
　昨今のDXの流れから、境界確認に関する
情報のオープンデータ化を視野に入れ、街区
の世界座標化事業の成果を利用して、より効
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率的な境界確認ができると期待される。

測量標等の管理

（要綱制定）
　測量法に基づく測量標は利用しやすいよう
大部分が地下式で道路敷地内が多いが、道路
工事の影響を受け支障になるため、保全要綱
を定め、測量課にて管理していた。
　また、道路区域を示す区域標についても同
様に保全要綱を定め、各関係機関に対し要綱
の理解と運用について何度も説明会を行い、
次第に徹底され円滑に保全が行われるように
なった。
　平成９年度に土木事務所へ境界確認業務が
移管したことに伴い、区域標の保全は各土木
事務所、測量標の保全は測量課台帳測量係が
管理することとなった。よって、改めて約
600点ある測量標の使用及び保全管理を適切
に行うため、測量標取扱要綱を制定した。

（世界測地系への移行）
　測量の基準に関して世界標準化が進展し、
GPS測量の普及により緯度経度の測定につい
て基準を世界標準に適合させる必要があった
ことから、平成14年４月測量法が改正され、
公共座標が世界測地系へ移行した。国では
2000年を目処に測量法改正を進めてきたた
め、この成果を「測地成果2000」と呼んでいる。
　また、日本測地系から世界測地系へは南東
方向へ約450mずれることとなった。
　当時の測量課では、測量標の成果を日本測
地系から世界測地系へ移行するため、①速や
かな移行、②東海地震に係る地震防災対策強
化地域に指定されたことへの対応、③地籍調
査のための基礎的調査「都市再生街区基本調
査」への対応、の３点を踏まえて作業を行っ
た。

　②について、名古屋市測量標が被害を受け
た場合、本市周辺の電子基準点も被害は免れ
ないため、比較的被害が小さいと思われる、
岐阜県内の電子基準点と成果をつないだ。
　③について、都市再開発事業や公共事業の
円滑化・迅速化及び安心できる土地取引の基
盤づくりを進めるため、平成16年度、国土交
通省土地・水資源局国土調査課（現不動産・
建設経済局地籍整備課）が調査主体となり、
「都市再生街区基本調査」が実施された。
　工程としては、測地成果2000の名古屋市測
量標等を既知点として、街区基準点（街区三
角点、街区多角点等）を設置し、これらの基
準点及びその他の公共基準点から公図の四隅
又はこれに相当する地点（街区点）の調査・測
量をする「街区点測量」を実施した。本市にお
いては、現況構造物のほかに、境界明示に使
用するために街区交点等に設置している区域
標等を測量した。
　なお、国土交通省では、この測量成果を利
用して、登記所に備え付けられている公図と
実際の現地がどの程度ずれているのか公表し
ており、国土交通省地籍調査ウェブサイトに
て閲覧することができる。

（保全の見直し）
　平成16年度、国土交通省により進められた
「都市再生街区基本調査」により、全国に測量
基準点が配置され、本市では街区基準点が約
8,600点配置された。この測量成果は平成19
年度から本市に移管され、測量標取扱要綱の
対象となった。
　また、平成22年度から街区の世界座標化事
業による図根多角点及び４級基準点、都市部
官民境界基本調査による都市部官民境界基本
多角点が次第に増加し、現在は４万点近くを
管理している。（図３）
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　これらの点は工事により滅失しないよう保
全を行わなければならないが、限られた予算
や人員の中で保全業務を維持していくため、
測量業務の見直しを行い、事務効率化を図る
ため平成25年度に区域標保全と測量標保全の
要綱を一本化した。（「測量標取扱要綱」及び
「道路区域標保全要綱」を統合し、「測量標等
管理要綱」及び「測量標等保全要綱」を制定）

図３　市が管理する測量標の点数の推移

（測量標の使用）
　測量法では、測量標を使用する際にはその
測量標を設置した測量計画機関の承諾を必要
としている。そのため、本市でも測量標を使
用する際には届出を求めている。平成20年度
以降、地積測量図には、「基本三角点等に基
づく測量の成果による筆界点の座標値」を記
録しなければならなくなった事により、これ
らの測量成果を含む公共基準点の利用が増加
し、測量標使用届出件数は月30件程だったも
のが月200件程と約６倍となった。平成25年
度制定した「測量標等管理要綱」の中では、測
量標に加えて国土調査法の標識（表２）も対象
とするとともに、測量標を頻繁に使用する愛
知県土地家屋調査士会に一括で承諾する包括
承認を行っている。

表２　名古屋市が管理する

測量標及び標識

　
 

　
地籍調査

　地籍調査とは、国土調査法に基づいて一筆
ごとの土地の実態を明らかにするために、登
記簿に記載された所有者・地番及び地目の調
査や測量を行い、その調査結果をもとに新し
く地籍図及び地籍簿を作成するもので、土地
の戸籍調査ともいうべき基礎的な調査であ
る。土地行政諸般の基礎資料とするととも
に、公租、公課等国民負担の公平化、土地に
関する紛争の防止、災害復旧の迅速化、その
ほか多目的に調査成果を活用することを意図
している。
　本市では昭和63年度、最初に守山区瀬古第
一地区より地籍調査を開始した。当該地区は
土地境界について問題があり、法務局が図根
点設置地域に指定したが、土地分筆等におい
て制約が加わり測量に手間と費用がかかるた
め、地元から底地の整理をしてほしいと要望
があった。土地所有者からも地籍調査事業に
対する理解や協力がおおむね得られたため、
試行的に地籍調査の実施に踏み切ることと
なった。
　しかし、（１）地価が高く、土地面積の増減
に関する権利意識が高い（２）筆数が多く、土
地権利関係が複雑である（３）所有権の移転が
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多い（４）不在地主（当該地域にいない）が多い
（５）建物が密集しているところが多く測量が
やりにくい等、都市部における共通の問題が
あり、工程通りには進められなかった。
　瀬古第一地区の実施以降、平成13年度から
守山区瀬古第二地区、平成19年度から天白区
平針地区と原地区、平成20年度から南区笠寺
地区において地籍調査を行ったが、前述のと
おり都市部共通の問題による事業期間の長期
化が課題となり、現状での地籍調査事業をこ
のまま継続していては、全市完了までに多大
な時間と費用が必要となることから、官民の
境界だけを先行して調査する手法を導入する
こと、民間活力を活用した地籍調査の実施等
を検討していくことが必要と考え、平成23年
度から一時休止した。

（地籍調査の再開）
　地籍調査は全国で行っているが、都市部共
通の課題もあり都市部の進捗率は低く、特に
関東から関西にわたり進捗率がより低い状態
である。国は、進捗率の低い都市部の地籍調
査の進捗を図るため、国直轄事業である都市
部官民境界基本調査を平成22年度から全額国
費負担で実施した。本市においても平成23年
度から平成28年度までの間に、中区、中村区、
南区（東区、西区、中川区はごく一部地域）で
実施された。平成26年度からは、一筆地調査
に先行して、官民境界等を立会によって確認
する「官民境界等先行調査」を実施することに
より地籍調査事業は再開となった。

（官民境界等先行調査と街区境界調査）
　官民境界等先行調査は一筆地調査に先行し
て、道路等に接した官民境界の確認を行う街
区単位の地籍調査である。国土調査法での位
置づけはない調査手法だが、都市部での都市

再生地籍調査事業の一つとして実施可能（現
在は補助対象外）な調査であった。調査で得
られた成果は内部資料という扱いで、最終的
な地籍調査である一筆地調査の成果とは異な
り、地図、登記簿に反映されない。しかし、
一筆地調査と比較すると短期間での調査が可
能となることや、街区単位で境界が確定して
いるため、災害時の迅速な道路復旧に寄与す
ると見込まれる。
 

図４　地籍調査一連の流れ（官民境界先行調査）

　令和２年度、地籍調査の円滑かつ迅速な実
施を図ることを目的とし、国土調査法が改正
された。その一つとして、道路等に接した官
民境界と民民境界の確認を先行して行う街区
単位の調査である「街区境界調査」が法的に位
置づけられた。この成果は国土交通省の認証
を得て法務局に送付し公表されるため、官民
境界等先行調査とは成果の扱いは大きく異
なっている。
　しかし、民民境界を確認するには一筆地調
査と同程度の調査が必要となり、都市部共通
の問題による事業の長期化の懸念があるた
め、本市では街区境界調査による地籍調査の
実施は行わずに街区の座標化に集中し、座標
データを蓄積し効率的に地籍調査を行う判断
をした。そのため、令和３年度から地籍調査
事業は休止中となっている。
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災害協定

　本市では震災時の液状化現象や津波被害か
ら迅速に街区を復元し市民の早期生活再建に
資することを目的に街区の世界座標化事業を
推進している。一方、被災後に街区を早急に
復元するためには、人員不足の状況下で膨大
かつ困難な業務が短期間に集中することが想
定されるため、平成27年度、名古屋市と測量
関連協会３者（①一般社団法人名古屋市測量
設計業協会、②愛知県土地家屋調査士会、③
公益社団法人愛知県公共嘱託登記土地家屋調
査士会）において、「被災後の復旧・復興に必
要な測量業務等の協力に関する協定」を締結
した。
　また、翌年には協定内容の手順等を定めた
業務マニュアルを作成した。
　マニュアルをより実効性の高いものにする
ため、近年被災した仙台市、陸前高田市、熊
本市へ被災事例や測量に関する復興事例の視
察、聞き取り調査を行い、宮城県土地家屋調
査士会へも聞き取り調査を行った。
　また、国土地理院や法務局へもマニュアル
に対する意見を求め、発災から街区復元に必
要な測量作業の過程のタイムラインをまとめ
た。これにより、測量関連協会３者との行動
が時系列でイメージしやすくなり、マニュア
ル改訂に資するものとなった。
　
測量のあり方検討

　災害対策として蓄積していた世界座標化成
果を境界確認に利用することで、効率的に境
界明示ができないかという視点から、平成23
年度から西部方面の世界座標化済み地域にお
いて、基準点と街区交点座標を使用して境界
明示を行う「座標明示」による境界確認が開始
された。徐々に座標明示地域も増えてきた
が、境界確認事務にかかる処理日数が想定し

ていたほど短縮できなかった。よって、もっ
と効率的な境界確認ができないか、また、現
物明示と座標明示が混在している中で様々な
懸念が生じたため、改めて境界確認の原点に
立ち戻り、市民目線、職員目線で業務改善す
るべく、平成28～30年度に測量のあり方検討
を行った。
　若手もベテランも含め約40名の多くの職員
が参加し、平成28年度はあるべき姿を定義
し、翌年からの２年間で実現のための課題抽
出を行った。今まで現物明示で行ってきたた
め、座標明示のやりにくさや、座標値の管理
方法等が課題として挙げられたが、境界確認
事務において、職員は座標値を伝えるのみと
なり、申請者にもメリットがあることから、
座標明示の課題を解決し、今後は座標明示が
主流になると結論づけた。
　また、後世へ技術を継承するため、各明示
手法の知識技術をまとめ上げた。
　令和４年度には、名古屋市DX推進方針に
基づき、道路台帳平面図のデジタルデータ化
にあわせて全市域の座標化を進めること、現
物明示から座標明示への早期転換を図り、測
量事務を簡素化することが方針として打ち出
された。座標明示へ移行しようとしている過
渡期にあるため、今後も現状分析、課題の洗
い出し、対策、検証を続け、「誰でもいつで
も簡単に道路境界情報を確認できる」姿を目
指していく。
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